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採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率
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平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

路網を形成するための中小
規模林道の整備については、
市町等の取組を支援します。
また作業道等については、林
業事業体や森林所有者が、
造林、間伐等の国、県の補助
事業や、今年度に造成された
森林整備加速化・林業再生基
金を活用し、開設できるよう、
説明会、研修会の開催や、現
地での個別指導等の支援を
行います。

全国的に材価が長期低迷
する中で、三重県の林業を振
興していくためには、森林の
団地化により施業を集約化
し、路網と高性能林業機械を
活用するなど、低コスト林業を
実現しなければなりません。
また、従来は柱材生産を中心
としていましたが、今後は、林
地に放置されている残材をパ
ルプやチップに使うなど、木材
をできる限り利用するカス
ケード利用を推進し、合板、集
成材、大型製材工場等へ材を
直接搬入して流通経費を削減
するなどの取組が必要となり
ます。
このため、三重県では、平成
２１年度から重点事業「がん
ばる三重の林業創出事業」を
立ち上げ、山元での対策とし
て、団地化、集約化のための
プランナーをはじめとする人
材育成や、路網整備と高性能
林業機械の導入による生産
基盤の整備を進め、流通に関
しても、大口の需要先と協定
を結んで木材を安定供給でき
る体制づくりなど、平成３０年
度までに木材生産量を、ほぼ
倍増の５２万㎥にすることをス
ローガンに掲げて、総合的な
林業振興に積極的に取組ん
でいきます。

継
続

〜
【事業目的】
路網の未整備な経ヶ峰周辺
の森林における骨格となる
林道として、森林の適正管
理と森林資源の有効利用を
図るとともに、美里町平木地
区と芸濃町河内地区を結ぶ
地域住民の生活基盤とし
て、また錫杖湖周辺の観光
資源から、経ヶ峰頂上への
アクセス道として、自然を活
かした集客交流産業の活性
化を図ることを目的とする。

・津市は、平成１８年１月１日に旧津
市、久居市、芸濃町、美里村など１０
市町村が合併し「津市」となった。
・津市では、平成２０年度を始期とす
る総合計画を樹立し、間伐等の森林
整備により、森林の適正な管理を推
進するため、その基盤である、林道、
作業道の整備を進めることとしてい
る。また、自然に親しむ環境作りのた
め、経ヶ峰を通して森林保全に対する
市民の意識の醸成を促進することとし
ている。

延長：8,287m
事業費：2,134百万
円

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝47.5億円／40.1億円
＝1.18

【コスト縮減】
波形線形の採用や幅員、路
肩の縮減、また、コンクリート
擁壁に替え補強土壁工を積
極的に活用し、土工量と法面
保護工を縮小すること等によ
り、コストの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外に
代替案はない。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。
なお、事業効果を発現
させるために、本事業を
進めるとともに、三重の
林業振興を目的とした
総合的な施策をさらに
推進されたい。
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【全体事業概要】
延長：１４，０００ｍ

3,977 46.3%

延長：5，713ｍ

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名
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名

市
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名



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名
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-
 ２

 -

2,411 73.2%

Ｈ２６ 0 0

路網を形成するための中小
規模林道の整備については、
市町等の取組を支援します。
また作業道等については、林
業事業体や森林所有者が、
造林、間伐等の国、県の補助
事業や、今年度に造成された
森林整備加速化・林業再生基
金を活用し、開設できるよう、
説明会、研修会の開催や、現
地での個別指導等の支援を
行います。

全国的に材価が長期低迷
する中で、三重県の林業を振
興していくためには、森林の
団地化により施業を集約化
し、路網と高性能林業機械を
活用するなど、低コスト林業を
実現しなければなりません。
また、従来は柱材生産を中心
としていましたが、今後は、林
地に放置されている残材をパ
ルプやチップに使うなど、木材
をできる限り利用するカス
ケード利用を推進し、合板、集
成材、大型製材工場等へ材を
直接搬入して流通経費を削減
するなどの取組が必要となり
ます。
このため、三重県では、平成
２１年度から重点事業「がん
ばる三重の林業創出事業」を
立ち上げ、山元での対策とし
て、団地化、集約化のための
プランナーをはじめとする人
材育成や、路網整備と高性能
林業機械の導入による生産
基盤の整備を進め、流通に関
しても、大口の需要先と協定
を結んで木材を安定供給でき
る体制づくりなど、平成３０年
度までに木材生産量を、ほぼ
倍増の５２万㎥にすることをス
ローガンに掲げて、総合的な
林業振興に積極的に取組ん
でいきます。

継
続

2,411

延長：2,660m
事業費：646百万円

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。
なお、事業効果を発現
させるために、本事業を
進めるとともに、三重の
林業振興を目的とした
総合的な施策をさらに
推進されたい。

〜

73.2%

延長：１０，０４０ｍ ・熊野市は、平成１７年１１月１日に旧
熊野市と紀和町の合併により「熊野
市」となった。
・熊野市では、平成２０年度を始期と
する総合計画を樹立し、木材流通の
拡大を目標に掲げ、その実現のため
に行政が果たすべき役割として、林
道、作業道の整備をあげている。
・熊野原木市場におけるスギ・ヒノキ
の取扱量及び平均価格を平成１５年
度と平成１９年度で比較すると、取扱
量で約３割、平均価格で約２割減少し
ている。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝51.6億円／29.8億円
＝1.73

【コスト縮減】
波形線形の採用や路肩の縮
減、また、コンクリート擁壁に
替え補強土壁工を積極的に
活用し、土工量と法面保護工
を縮小すること等により、コス
トの縮減を図る。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内の森林
整備を図る必要があることか
ら、当林道を開設する以外に
代替案はない。
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【全体事業概要】
延長：１２，７００ｍ

【事業目的】
路網が未整備な熊野市北東
部の森林における骨格とな
る林道として、森林の適正
管理と森林資源の有効利用
を図るとともに、国道４２号、
３１１号、平成２４年度完成
予定の熊野尾鷲道路を連絡
する道路として、地域の道路
網を形成することにより、津
波などの災害時の迂回路と
して、安全確保等の役割果
たすことも目的とする。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号
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所

名

市

町

名
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 -

1,680 58%

Ｈ２６ 120 99%

 残事業区間の現道は、JR関
西本線立体交差部で幅員が
狭隘であり線形も悪いうえ大
型運搬車両の往来が多く、安
全で円滑な通行に大きな支障
をきたしているため、早期完
成させる必要があります。
 現在、全体事業区間１．５ｋｍ
のうち、平成１９年度に延長
０．３８ｋｍを供用するなど、こ
れまでに延長０．９ｋｍの整備
を完了しており、事業進捗率
は、約６０％となっています。
 残事業については、JRとの
立体交差があることから、交
差部の工事着手に向け前後
区間の整備を進めるととも
に、JRとの施工に関する協議
や伊賀市や地元関係機関と
の連携をはかり、早期完成に
向け計画的で効率的な事業
執行に努めます。
 また、盛土材に他工事からの
発生土を活用するなどコスト
縮減に努めます。継

続

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。ただ
し、残事業の早期完成
に向けて、計画的で効
率的な事業執行を求め
るものである。

〜

【目的】
当事業により、２車線の道

路として整備することで、幅
員狭小・線形不良区間を解
消し、幹線道路としての利便
性の向上や、円滑で安全な
通行を確保することにより、
地域間交流の促進と地域の
活性化を支援するとともに
名阪国道の代替道路として
の機能の強化を図ります。

平成７年度に事業着
手し、用地買収及び工
事を進めています。

これまでに、９００ｍを
供用しています。

平成１６年１１月に、上野市、伊賀
町、阿山町、大山田村、島ヶ原村、青
山町の１市３町２村が合併し、新『伊
賀市』が、平成１７年１月には、亀山
市、関町の１市１町が合併し、新『亀
山市』が誕生しました。

合併により、新伊賀市と新亀山市の
地域間交流の促進と地域の活性化を
支援する道路として、期待が高まって
います。

順次工事を進め、
早期の供用開始を
目指して事業の進
捗を図ります。

【費用便益分析】

Ｂ／Ｃ＝１．１

【コスト縮減】
盛土材については、現場発

生土の流用及び他工事から
の工事間流用に努めます。
また、ライフサイクルコストの
観点から、除草に要する維
持管理費を抑制するため、
切土法面の法尻部分につい
ては、張ブロックを採用して
います。

また、当該事業において
は、地域の実情にあった道
路構造を採用できるように
なったことから、前回再評価
時に、歩道幅員を３ｍから２
ｍに縮小し、コスト縮減を
図っています。

③

【全体事業概要】

延長 L=1,500m
幅員 W=6.0(9.75)ｍ
JRｱﾝﾀﾞｰﾎﾞｯｸｽ 1基

1,800 60%
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H18

-
 ４

 -

12,963 14.3%

H47 1,917 12.1%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。ただ
し、市町の内水排除対
策や準用河川整備な
ど、他の主体による事
業との連携を密にし、事
業推進を図られたい。

継
続

 内水排除対策や準用河川整
備等他の事業との連携につ
いては、必要な箇所におい
て、関係機関との協議会の開
催等連絡調整を密にし、住民
が安心できる総合的な治水対
策を目指し、さらなる取り組み
を進めていきます。
 また、堤防・護岸整備などの
ハード対策を着実に進めると
ともに、住民が迅速かつ的確
な避難ができるよう、浸水想
定区域図の作成・提供やハ
ザードマップ作成支援、雨量・
水位情報の提供などのソフト
対策と併せた治水対策によ
り、県民の安全・安心の確保
に努めていきます。

〜

(周辺環境の変化)
中・下流部は四日市市の市街地で

あり、近鉄四日市駅を中心に市街地
が形成されています。また、四日市市
中心部に位置することから流域内の
土地利用の高度化が見込まれていま
す。 上流部は、四日市市郊外に農
耕地が広がっています。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

【実施事業内容】
・護岸工L=540m
・橋梁 1橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工L=  16,736m
・掘削工V=829,733ｍ3
・護岸工L=  17,026ｍ
・樋門・樋管 3基
・橋梁 8橋
・堰 6基
・用地補償 1式

①B/C＝47.21
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討。また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により、
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

④

【全体事業概要】
全体事業費 14,880百万円
計画延長

（三滝川）   L=9,700m
（海蔵川）   L=4,200m
（三滝新川） L=500ｍ

・築堤工 L=  16,736m
・掘削工 V=829,733ｍ3
・護岸工 L=  17,566ｍ
・樋門・樋管 3基
・橋梁 9橋
・堰 6基
・用地補償 1式

14,880 14.0%

【事業目的】
三滝川・海蔵川沿川の浸水
被害防止を目的とした築堤
工、河床掘削、護岸工等の
施工による河川改修をおこ
ない、流下能力を確保し治
水安全度の向上を図りま
す。
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S49

-
 ５

 -

9,960 43.3%

H45 628 39.0%

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。ただ
し、市町の内水排除対
策や準用河川整備な
ど、他の主体による事
業との連携を密にし、事
業推進を図られたい。

継
続

 内水排除対策や準用河川整
備等他の事業との連携につ
いては、必要な箇所におい
て、関係機関との協議会の開
催等連絡調整を密にし、住民
が安心できる総合的な治水対
策を目指し、さらなる取り組み
を進めていきます。
 また、堤防・護岸整備などの
ハード対策を着実に進めると
ともに、住民が迅速かつ的確
な避難ができるよう、浸水想
定区域図の作成・提供やハ
ザードマップ作成支援、雨量・
水位情報の提供などのソフト
対策と併せた治水対策によ
り、県民の安全・安心の確保
に努めていきます。

〜

（周辺環境の変化）
朝明川中流部については、農耕地

が広がっています。下流部について
は、四日市市、川越町の住宅地等が
集中しています。

伊勢湾岸自動車道の開通などによ
り、流域内の開発が進んできており、
今後も、更なる開発が見込まれます。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

【事業実施内容】
・築堤工 L= 14,642m
・掘削工 V= 84,185ｍ3
・護岸工 L= 14,642ｍ
・道路橋 6橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L=   5,242m
・掘削工 V=769,575ｍ3
・護岸工 L=   5,242ｍ
・道路橋 2橋
・鉄道橋 1橋
・水道橋 1橋
・堰       3基
・用地補償 1式

①B/C=29.89
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

④

【全体事業概要】
全体事業費 10,588百万円
計画延長  L=9,918m
・築堤工 L=  19,884m
・掘削工 V=853,760ｍ3
・護岸工 L=  19,884ｍ
・道路橋 8橋
・鉄道橋 1橋
・水道橋 1橋
・堰 ３基
・用地補償 1式

10,588 43.0%

【事業目的】
朝明川沿川の浸水被害防
止を目的に、築堤工、河床
掘削、護岸工等の施工によ
る河川改修をおこない、流
下能力を確保し治水安全度
の向上を図ります。

河
川
事
業
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

S60

-
 ６

 -

2,696 40.4%

H40 2,244 84.6%

継
続

 内水排除対策や準用河川整
備等他の事業との連携につ
いては、必要な箇所におい
て、関係機関との協議会の開
催等連絡調整を密にし、住民
が安心できる総合的な治水対
策を目指し、さらなる取り組み
を進めていきます。
 また、堤防・護岸整備などの
ハード対策を着実に進めると
ともに、住民が迅速かつ的確
な避難ができるよう、浸水想
定区域図の作成・提供やハ
ザードマップ作成支援、雨量・
水位情報の提供などのソフト
対策と併せた治水対策によ
り、県民の安全・安心の確保
に努めていきます。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業
継続を了承する。ただ
し、市町の内水排除対
策や準用河川整備な
ど、他の主体による事
業との連携を密にし、事
業推進を図られたい。
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④

【全体事業費】
事業区間延長 L=1,800m
・築堤工 L=3,600m
・掘削工 V=93,360m3
・護岸工 L=3,600m
・橋梁 N=5基
・樋門・樋管 N=1基
・床止工 N=1基
・用地補償 1式

①B/C＝7.97
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討
します。建設機械の排出ガ
ス、騒音等の環境対策に努
めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

〜
【事業目的】
芥川沿川の浸水被害防止を
目的に、河道掘削及び拡幅
等の改修により流下能力を
確保し、治水安全度の向上
を図ります。

4,940 60.5%

【実施事業内容】
・築堤工 L=161m
・掘削工 V=13,130m3
・護岸工 L=161m
・橋梁 N=2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L=3,439m
・掘削工 V=80,230m3
・護岸工 L=3,439m
・橋梁 N=3基
・樋門・樋管 N=1基
・床止工 N=1基
・用地補償 1式

（周辺環境の変化）
上流部には両岸に水田が広がり、

下流部は民家・工場・鉄道が隣接して
おります。右岸側の鈴鹿川本川との
間には東海道の四十五番目の宿とし
て発展した庄野町があります。

芥川流域内における周辺環境の大
きな変化はありません。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

対

応

方

針

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

H12

-
 ７

 -

5,694.0 13.9%

H34

 当海岸が国立公園内の観光
地に位置し恵まれた自然環境
にあることや、堤防からの眺
望や散策、レクリエーションな
どの多様な海岸利用に配慮
するため、引き続き地元関係
者や関係機関との調整を図り
海岸整備を進めていきます。
 また、事業の進捗について遅
れが生じている状況ですが、
漁業関係者や地元関係者と
調整し、より一層効率的な事
業進捗を図るよう努めていき
ます。
 さらに今後は可能な限りの重
点投資を行い、計画どおりの
事業完了を目指し事業を推進
していきます。

継
続

事業継続の妥当性が
認められたことから事
業継続を了承する。

今後、周辺環境や多
様な利用形態に配慮し
つつ、計画どおりに防
災効果が発現されるよ
う事業を進められたい。
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②

【全体事業概要】

堤防工 ： 3,518ｍ
突堤工 ： 5基

養浜工 ： 12万m
3

【費用対効果分析】

B/C＝33.5

【コスト縮減】

突堤天端は遊歩道としての
機能を有しており、当初計画
においては石張舗装として計
画していましたが、工事実施
の際はコンクリート洗出し舗
装に見直すことでコスト縮減
を図っています。

【代替案】

海岸保全施設については、
線的防護方式又は面的防護
方式による整備が考えられ
ますが、線的防護方式を採
用した場合は既設堤防の嵩
上げと堤防前面に消波ブロッ
クの設置等が必要となりま
す。 しかしながら、背後の社
会環境(夫婦岩表参道、旅館
街)等を考慮すると自然景観
を阻害する線的防護方式は
好ましくありません。
また、当地区のように侵食に
より越波が生じている海岸の
場合、近年の海岸整備にお
いては、高波を強制的に砕
波させる工法を組み合わせ
る面的防護方式が最適であ
ることから、当海岸において
代替案は考えられず、現計
画で進めることが妥当である
と判断しています。

【今後の見通し】

厳しい財政状況で
すが地元の要望も
強く、平成３４年度
の完成を目指し引
き続き事業を推進し
ていきます。

〜
【目的】
当地区の海岸堤防は伊勢
湾台風による被災を契機に
昭和３６年までに築造されま
したが、築後５０年近くが経
過していることから施設本体
の老朽化が進んでおり、ま
た近年の河川からの土砂の
供給が減少していることなど
から、砂浜が侵食を受け汀
線は大きく後退してきていま
す。このようなことから、台
風などの高波時には防護効
果の低下により波が堤防を
越える被害が発生するな
ど、背後の旅館街及び人家
の安全が危惧される状況と
なっています。そのため本事
業では、海岸侵食の進行を
防止し海浜の安定を図ると
伴に、波浪や高潮などによ
る浸水を未然に防ぎ、背後
地の生命・財産を守ることを
目的に、事業を進めていま
す。

5,694.0 13.9%

【整備済み内容】

堤防工 ： 180ｍ
突堤工 ： 2基
養浜工 ： 1万m3

【次年度以降の内容】

堤防工 ： 3,338ｍ
突堤工 ： 3基
養浜工 ： 11万m3

【社会的状況の変化】

宇治山田港海岸は、古くから夫婦岩
(めおといわ)で名高く、白砂青松の名
勝地「二見浦」として全国的に広く知ら
れており、平成１８年７月には国指定
名勝に指定されました。
また当地域は伊勢志摩国立公園の
特別地域に指定されており、明治１５
年には日本初の国指定海水浴場に、
平成８年には「日本の渚１００選」に選
ばれています。
しかし、近年は海岸の侵食が著しく、
海岸背後地の安全度も年々低下して
おり、甚大な被害をもたらす可能性が
高いことから、事業の必要性及びそ
の整備促進を求める気運は一層高
まっています。



（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

平成２１年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業方針概要〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検
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事業評価は、その事業箇所
毎に目的に応じた手法に基づ
いて個別に評価する制度であ
り、異なる事業を同一基準で
評価をしたり、総合的な効果
の算定を行うような制度となっ
ておらず、また、その手法も確
立されていません。

しかし、密接に関連する事
業を一体化して評価すること
は、総合行政を進めていくう
えで大切なことであることか
ら、その手法について、検討
を行っていきます。

なお、対象事業の評価を行
う際には、密接に関連する事
業の計画内容や工程、効果
などとの整合性を確認・検証
することも重要であり、関連す
る事業についてもより詳細な
説明ができるよう努めてまい
ります。

評価を行うにあたり、密
接に関連する事業を一
体化して評価するなど
の方法を将来的には検
討されたい。

共
通


